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第５期北九州市障害福祉計画・第１期北九州市障害児福祉計画の 

目標等の管理シート 
 

担当部局 保健福祉局 障害福祉部 
 
成果目標 （４）福祉施設から一般就労への移行促進 

 

計
画
（
Ｐ
）
→
実
施
（
Ｄ
） 

目

標

値 

 
１ 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）を通じた一
般就労への移行者数に関する目標について 
 
〇令和２年度までの目標 
令和２年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者の数を、平成２８年

度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とすること。 
 

 平成２８年度の一般就労への移行（実績） １７７人 
１．５倍以上 

 令和 ２年度の一般就労への移行（目標） ２６６人以上 

 
【目標設定の考え方】 
国の指針を参考に、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数が増加している

本市の実情等を考慮し、設定。 
 

２ 就労移行支援事業の利用者数に関する目標について 

〇令和２年度までの目標 
令和２年度末における就労移行支援事業の利用者数が、平成２８年度末における 

利用者数の２割以上増加すること。 

 平成２８年度末における就労移行支援事業

利用者数（実績） 
３４６人 

２割以上増加 
 令和 ２年度末における就労移行支援事業

利用者数（目標） 
４１６人以上 

【目標設定の考え方 】 

国の指針を参考に、就労移行支援事業所の利用者数は減少傾向にあるものの、一般就労

への移行者数の増加を目指している本市の実情等を考慮し、設定。 

 

３ 就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

〇令和２年度までの目標 

令和２年度末における事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援事業所のうち、

就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすること。 

 【目標設定の考え方 】 

国の指針を参考に、本市の就労移行率の実績（平成２６年度から平成２８年度の平均：

約４２％）等を考慮し、設定。 
 

４ 就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

〇令和２年度までの目標 

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上とする

こと。 

 【目標設定の考え方 】 

国の指針を参考に、本市の障害者しごとサポートセンター利用者の１年後の職場定着率

（平成２６年度から平成２８年度の平均：約７９％）の実績等を考慮し、目標値を設定。 



14 

 

評
価
（
Ｃ
） 

→ 

改
善
（
Ａ
） 

Ｈ
３
０
年
度 

 

評価（Ｃ） 

【目標等

を踏まえ

た評価、 

改善方

策】 

 
１ 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）

を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

平成 30 年度の一般就労への移行者数は 194 人となっており、平成 28年度の

実績 177 人から 17 人増加しています。 

 
２ 就労移行支援事業の利用者数に関する目標について 

平成 30 年度末の利用者数は 346 人で、平成 28 年度末と同数となっており、

利用者数は伸び悩んでいる状況です。 

 

３ 就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

平成 30 年度末の就労移行支援事業所 29ヵ所のうち、就労移行率が 3 割以上

の事業所が 15ヵ所あり、全体の 5 割を超えています。 

 

４ 就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

平成 30 年度に就労定着支援事業を行っている事業所は 10 か所あり、そのす

べてが平成 30年 10 月 1日に開設しています。そのため、支援を開始した時点

から 1年後の職場定着率を算出することはできません。 

 
【対応策等】 

 福祉就労から一般就労への更なる移行促進を図るため、今後も「障害者就労プ

ロモーター事業」における就労移行支援事業の利用者を対象とした職場見学会や

セミナー等の開催、ハローワーク等との共催による「障害者雇用促進面談会」や

「障害者雇用促進セミナー」の開催など、関係機関と連携しながら、目標達成で

きるよう努めてまいります。 
 

 

計
画
（
Ｐ
）
→
実
施
（
Ｄ
） 

活
動
指
標
（
内
容
） 

○活動指標等の一覧[見込：各年度の月平均、実績：各年度３月の月間利用実績] 

 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

就労移行支援 

利用者数 
見込 394 人 412 人 431 人 

実績 346 人 366 人 383 人 

利用日数 
見込 6,589 人日 6,890 人日 7,208 人日 

実績 5,987 人日 6,836 人日 7,220 人日 

就労継続支援（Ａ型） 

利用者数 
見込 987 人 1,039 人 1,093 人 

実績 965 人 1,000 人 1,055 人 

利用日数 
見込 19,836 人日 20,881 人日 21,981 人日 

実績 19,700 人日 21,307 人日 22,440 人日 

就労継続支援（Ｂ型） 

利用者数 
見込 2,244 人 2,397 人 2,561 人 

実績 2,374 人 2,565 人 2,662 人 

利用日数 
見込 38,985 人日 41,858 人日 44,941 人日 

実績 40,643 人日 48,066 人日 49,755 人日 

就労定着支援 利用者数 
見込 40 人 50 人 60 人 

実績 76 人 107 人 121 人 
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評
価
（
Ｃ
） 

→ 

改
善
（
Ａ
） 

Ｈ
３
０
年
度 

 

協議会 

等意見 

【評価等 

に対する 

意見】 

・難病も含めた手帳を取得していない障害のある人に対する就労支援を拡充し

てもらいたいです。 

改善 

（Ａ） 

【次年度に

おける取組

等】 

 
本市では、北九州障害者しごとサポートセンターを拠点に、手帳有無にかかわ

らず、難病を含む就職を希望する障害のある方への相談、情報提供等を行って

います。 
 特に難病の方については、北九州市難病相談支援センター等の関係機関と連

携を図りながら、当事者の状況に応じた就労支援を行っています。 
 今後も、しごとサポートセンターを中心に、関係機関との連携を強化しなが

ら、きめ細かな就労支援に取り組んでまいります。 
 

 

評
価
（
Ｃ
） 

→ 
改
善
（
Ａ
） 

Ｒ
１
年
度 

 

評価（Ｃ） 

【目標等を

踏まえた評

価、改善方

策】 

 

 
１ 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）

を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

令和元年度の一般就労への移行者数は 229 人となっており、平成 28 年度

の実績 177 人から 52 人増加しています。 
 
２ 就労移行支援事業の利用者数に関する目標について 

令和元年度末の利用者数は 366 人で、前年度と比べ 20人増加しているも

のの、利用者数は伸び悩んでいる状況です。 

 

３ 就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

令和元年度末の就労移行支援事業所 28 ヵ所のうち、就労移行率が 3 割以

上の事業所が 17 ヵ所あり、全体の 6 割を超えています。 
 

４ 就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

令和元年度に就労定着支援事業を行っている事業所は 11 ヶ所あり、就労

定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率は 8 割を

超えています。 
 
【対応策等】 

  福祉就労から一般就労への更なる移行促進を図るため、今後も「障害者就

労プロモーター事業」における就労移行支援事業の利用者を対象とした職場

見学会やセミナーや就労移行支援事業所の就労支援者を対象とした懇談会

等の開催、ハローワーク等との共催による「障害者雇用促進面談会」や「障

害者雇用促進セミナー」の開催など、関係機関と連携しながら、目標達成で

きるよう努めてまいります。 
 

 

協議会 

等意見 

【評価等 

に対する 

意見】 

・ 難病の特徴として、病状がいい時は一般就労も可能だが、病状が悪くなる

と就労できなくなる、というように病状の波がある。 
 現状、障害のある人への支援は固定された病状の難病の方向けに作られたも

のなので、変動する難病の病状にも対応できる支援策を考えてほしい。 
・ 北九州障害者しごとサポートセンターでは、どういった障害のある人が就

労支援をしてもらえるのか、相談できる障害の対象をはっきりしてもらえる

と助かる。 
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改善 

（Ａ） 

【次年度に

おける取組

等】 

・ 本市では、国の補助金を活用し、就労系の障害福祉サービス事業所に対し

テレワーク機器の導入支援を行っています。これにより、これまで就労を諦

めていた難病の方が、就労移行支援事業所を利用後にテレワークによる一般

就労につながった成功事例も報告されています。 
このような成功事例について他の事業所に紹介し共有するとともに、難病

の特性を熟知している難病相談支援センターやハローワーク等との連携を

強化し、個々の状況に応じたきめ細やかな就労支援に努めます。 
 

・ 北九州障害者しごとサポートセンターでは、手帳の有無にかかわらず、障

害（知的・精神・身体）のある方、発達障害の方や難病のある方、北九州市

内の特別支援学校の生徒さんの相談に応じ、就業面及び生活面における一体

的な支援を実施しています。 
 
今後も、北九州障害者しごとサポートセンターを中心に障害福祉サービス事

業所やハローワーク等の関係機関と連携を強化しながら、就労定着に向けた支

援の強化に取り組みます。 

 

評
価
（
Ｃ
） 

→ 
改
善
（
Ａ
） 

Ｒ
２
年
度 

 

評価（Ｃ） 

【目標等を

踏まえた評

価、改善方

策】 

 
１ 就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）

を通じた一般就労への移行者数に関する目標について 

令和２年度の一般就労への移行者数は 206 人となっており、平成 28 年度

の実績 177 人から 29 人増加しています。 
 
２ 就労移行支援事業の利用者数に関する目標について  

令和２年度末の利用者数は 383 人で、平成 28 年度実績と比べ、着実に  

増加していますが、目標値に比べ、利用者数は伸び悩んでいる状況です。 

 

３ 就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について 

令和２年度末の就労移行支援事業所 27 ヵ所のうち、就労移行率が 3 割以

上の事業所が 13 ヵ所あり、全体の 4 割を超えています。 
 

４ 就労定着支援による職場定着率に関する目標について 

令和２年度に就労定着支援事業を行っている事業所は 12 ヶ所あり、就労

定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率は 8 割を

超えています。 
 
【対応策等】 

  福祉就労から一般就労への更なる移行促進を図るため、今後も「障害者就

労プロモーター事業」における就労移行支援事業の利用者を対象とした職場

見学会やセミナー、就労移行支援事業所等の就労支援者を対象とした懇談会

等の開催、ハローワーク等との共催による「障害者雇用促進面談会」や「障

害者雇用促進セミナー」の開催など、関係機関と連携しながら、目標達成で

きるよう努めてまいります。 
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協議会 

等意見 

【評価等 

に対する 

意見】 

 
① 就労移行や就労継続のため、発達障害への専門性と支援力を持つ人材育成

をこれからもお願いしたい。 
  一般企業等での雇用環境が障害に配慮されたものか、また、新型コロナウ

イルス感染症感染拡大等の影響で雇止めの対象に障害のある人がなってい

ないか、不安定な雇用形態を強いられていないかなど、実態把握をしてほし

い。 
② 就労定着支援による職場定着率について、目標の８割を達成しているとの

ことなので、十分機能していると理解している。 
 計画期間が始まって令和３年度で丸３年を経過したので、３年後や５年後の

職場定着率の目標を定めることも可能だと思う。 
 北九州市の事例ではないが、非正規雇用で就職した当事者が、コロナ禍で契

約を切られたという話を聞いた。コロナ禍と転職・就職サイトの充実により

就職情報誌での求人掲載も少なくなっており、再就職もなかなか大変な状況

である。採用する方も、新たに障害者を雇用するより、ベテランの方を継続

雇用する方が効率は良いはずなので、短い期間ではなく、５年後の職場定着

率を次のステージの目標として掲げて頂ければ、障害者の生活も安定すると

思う。 
 

改善 

（Ａ） 

【次年度に

おける取組

等】 

 
① 本市において、福祉サービス事業所職員向けに、発達障害のある人への支

援に関する研修を毎年実施しており、今後も継続して取り組んでいく予定と

しております。 
  また、実態把握につきましては、今後も障害のある人の雇用状況等の情報

収集に努めると共に、企業等への障害者雇用に関する啓発に取り組んでまい

ります。また、障害のある人への職場での不当な扱いに関する相談等につい

ては、相談窓口として労働基準監督署がございますが、障害福祉企画課でも

相談窓口として「障害者差別解消相談コーナー」を設置しております。 
 
② 本計画における目標値の設定は、国の指針等に基づき策定しております。

いただいたご意見につきましては、今後の取組みの参考とさせていただきま

す。 
  なお、障害福祉サービスにおける就労定着支援事業につきましては、最長

３年間の利用となっておりますが、引き続きの支援が必要な場合は、北九州

障害者しごとサポートセンターが就労定着支援を引き継ぐことも可能です。

また、企業に対しては、障害者雇用への理解促進の取組みとして、セミナー

等の開催や企業への障害者雇用のアドバイザー派遣を行っております。 
  今後とも、関係機関との連携を密にしながら、更なる障害者雇用の促進に

取り組んでまいります。 
  なお、３年以上の継続雇用については、5 年に 1 回行っている「北九州市

障害児・者等実態調査」で把握を行うようにしています。 
 
 今後も北九州障害者しごとサポートセンターを中心に、障害福祉サービス 
事業者やハローワーク等の関係機関と連携を密にしながら、民間企業への障害 
者雇用に関する啓発や支援、障害のある働く人への就労定着支援の強化に取り 
組んで参ります。 
 

 


